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 この論文の目 的はある地点にあるマ グニチユードの地震がおこった場合, ある湾内の特定の場所でど
 のく らいの波高が予測されるか, 又その予測 が実際 の観測波 高と どの程度合致するかどうかを検討する
 ことにある。
 津波 波高の地域性及 ぴ統 計にかんして高橋( 1951 )は津波 の発 生頻度をエ ネルギーを単位 として もと
 め, これ に屈折図か らもとめたエネルギーの分配率 をかけて, 今後 100 年間に予想される津波 のエネル
 ギーを評価し, かっ海岸に沿った村落ごとに過去 の大津波 の波 高を もとにして危険度をも とめて津波の
 波高分布の地域牲を考察し ている。又飯 田(1 963 )は 190 0年 以降の 津波をと もなった 地震に つい て地震の マグニチ
 ュー ド厚 と津波のマグニチュ 一 ドη (これは波源に近 い外洋に面した海岸で 測った津波の高さ の最高値
 と津波 の及んだ海岸線のひろがりをも とにしてきめ られる)の間 の関係をし らべ皿=(2.61 士 0.22) 躍
 一( 18. 44 士 0. 52 )という関係式を もとめてい る。 ここで の津波のマグニチュー ド彿は海岸 の観測値
 にも とづいている量である点を我々 は途中の伝播 の影響を 除い て, 津波 の波源 にさかのぼりそこで の波
 高を定義し, これ とマグニチュー ドの間の関係式をもとめた。 波高については巾を もっている瀧のかわ
 りに, 直接波高と地震のマグニチュードの間 の関係をもとめることによりわかりやすい形にな り, 分解
 能が高くなる利点があ る。 このようにして波源でえ られた波高を屈折図にもとづいて, エネルギー配分
 を行い, 外洋に面した海岸での波高を予測す る。 又地域性とくに湾内の地域性 については, その湾の形,
                                    o水深分布に応じた数値計算を行い, その結果を
 外洋 の値 に結 びつけ るものであ る。
 そこで 1943 年以降 1969 年までの検潮記録を
 とくに三陸海岸を重点 としてあつめ, この初動
 波高と津波伝播図か ら途中で のエネル ギーの損
 失がないという仮 定で 波源で の初動波高を 求め
 た。 これらのもとめ られた波高を波源域周辺で
 平均し, 平均波高η。 を各津波ごとに計算した。
 こうしてη。(cm)とマグニチュードMの聞に
 (第1図)
 1。9 η。 一一4・06+ 0. 714M
 という関係があることがわかっ た。 とく に近地
 津波 の平均波高はこの式か らのば らっきが少な
 い。 そこでこ の関係をみたすような波 高をもっ
 た津波 がマグニチュー ド躍 の地震によって放射
 きれると考え る。 次に波の拡散による減衰, 水
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 る津波 の波源をブロ ック別に分割 しておいてそこに1コの係数をあてはめこれ に波源での平均波高を乗
 じて三陸地方 に及ぶ時の湾 の外側で期 待され る波高 とした。
 湾内の分布については数値計算の方法を適用した。
 基本式は 離一ワ慕
       ∂か_ 」皿
       厩 一 一9∂y
       鋭 _ _至L (ん払)一」L(ゐ,)
       ∂孟 ∂必 ∂y
 とあらわされ, これを伊藤等( 1968 )と同様に差分式になおした。 これを海岸及び防波堤に直角万向の
 流れはないと いう境界条件及び初期 条件としては最初静止している水面を考え て, 与え られ た入射波に
 ついてこ れを 解いた。
 この方法によってまず実際 に湾 の入口で入射波形の記録 のある女川湾で, 68 年 十勝沖津波 '60 年チ
 リ津波について適用してみて波高調査及 び湾奥 の検潮記録 と比較した。 こ の結果こ の方法が湾内の波高
 調査の結果をよく説明することがわかっ た。 又湾奥での検潮記録(チリ津波)と の比較から計算さ れた
 波形は初動部分ではよくあうが, しだいに計算波形の振巾 が実際に記録され た波形のそ れより大きくな
 る万向にずれる傾向を示す。 この中で数値計算における格子点間隔の粗密 による結果への影響が湾奥付
 近 の防波堤内部の測定値と の比較で議論され た。 このように入 射波形がわかってい る場合 には湾内での
 波高分布を計算で求めることができるが他 の多くの湾では入射波 は観測されていないし, 入射波形がわ
 からないのが一般的と考えられ る。 そこで実際の入射波を何 らか の方法 によって単純化し て, それによ
 って実際の波形によ るのと同程度よく湾内 の分布を説明できるな ら, それをもって入射波とみなすこ と
 ができる。 このような考えにもとづき, ノ68 年十勝沖津波, チリ津波をそれぞれ 10 分, 60 分周期の正
 弦波でおきかえ, これを入射波として計算によってもとめた波形のピーク の植と観測値の相関係数をも
 とめ相関関係をし らべ た。 それによ ると 2.3の湾をのぞけ ば相 関係数は 0.5～ 0.8とな り観測値とよい
 相関をなしていることがわかる。 こうして湾内の波 高分布をそ の津波にみあった周期をもつ正弦波をも
 ちいてあ らわすことができ る。 次にこ のような周期のあらわれ方に関する考察を三陸地方 の検潮記録に
 もとづいて行っ た。
 周期 について は近地津波 と遠地津波を一様に説明するこ とが困難であ るよ うにみえ る。 遠地津波は検
 潮記録をみる と明瞭 にマ グニ チュー ドととも に長くなる傾向がみ られ る。 これ を統計的 に処理してマグ
 ニチュー ドと津波 初動周期丁(分)の間に
     1・8T =一 L99+ 0・ 44 κ
 の関係を みちびい た。 マグニチュー ドと周期 の関係 については多く の研究が行われているが周期の定義
 のしかたによ り係数がことな る。 ここで の初動周期 の定義はよ り波源 の拡がりのような波源 の性質をよ
 くあらわずと考え られ る。 一方近地津波は検潮記録 の初動周期や津波の波高分布か ら求めた周期を参考
 にするとマグニチュー ドとともにのびる傾向はかならずし もみ られずマグニチュー ドが大きくても短周
 期が卓越している傾向にあ る。 これまでの波高調査 の結果をよく説 明でき るとい う点で近地 津波 につい
 ては短周期の波を考えるこ とにする。 そこでこれ らのことか ら遠地津波については数値計算 の都合上と
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 りう る周期として 10 分から 60 分まで 10 分おきの離散値を考え近地津波 には一様に 10 分の周期の正弦
 波をあてはめる。 これによってあらかじめ 10 分から 60 分まで 10 分おきに正弦波を入射させて実際の
 湾について数値計算していたものと結びつけ る。 こうして任意 の震源, 任意 のマ グニチュードによって
 生じた 津波によ る湾内の任意の 点での波高 を予測 できるこ とにな る。
 一例 として三陸沖 にマグニチュ ード 8.5の地震によっ て生す るこ とが予想 される津波の波高分布 を図
 5瓢誤れる予温,,膚,.れまでえ、れた津波 描一・喉匡
 の検潮 記録と比較 され た。 その結果湾内につ いて は女川,
 月浜, 大船渡, 越喜来, 気仙沼, 釜石の記録を1943年以
 前の記録も使って予測値と比較した。 乙れでみると中心
 のまわりにば らっく傾向があるか ら予測値は観測値を説
 明しているといえ る。 外洋の場合は比較に適当な場所の
 記録がないので宮古, 鮎川, 八戸 の記録を外洋の記録と
 みなして比較した・その結果をみると全体的にマグニチ 峯 敷
 ユー ドが小さい ところでは予測値は大きく マグニチュー
 ドが大きいところでは観測値 が大きい傾向がみられ る。
 このことはここで使われている記録 が完全に外洋に面し
 ていないことにもよるだろうし, 伝播伝数 の名 でよんで
 いる波高比が波源の大きさによる影響をうけていてこれ 野 ピ 十
 を考慮するとよくあう方向に動くこと も事実であ る。 こ
 の予測値を最大波 の波高分布と比較してみると波の分布
                            ㊥4.O>ワ≧2.Om }・7
 の形は 予測値と 一致 する傾向 がつよい(相 関がある) が
                            ⑳ η≧4・o
 観測さ れている波高は予測 値にく らべ三陸沖津波やチリ
 津波は全般的に予測値 にく らべて大きく' 52 年,'68 年
 +勝沖津波では脚大きい程度でそ禰どずれないこと 十
 ・がオ)かる.前の2者のずれは三陸沖津波では陸上への遡 9
                                 第 2図
 上, チリ津波では共鳴によ る波高の増大が考え られ る。
 最後に初動と最大振巾 の関係が津波 の生成域 とどのような関 係にあるかをしらべ た。
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 論文審査結果の要旨
 阿部邦 昭提出の論文はある地点 にあ るマグニチュー ドの地震 が起った場合, 特定の湾内 の特定の地点
 にどれだけ の波高 の津波が予測され るか を研究したものであ る。 先ず著者は世界各地に起った 1943 年
 以降 の各 津波 についてそれぞれ渡瀬域を求め, 沿岸各地 の検潮 記録か ら波源域での初動振巾をGreenの
 定理を用いて求め た。 波源での分布 は方位によ る変化はあるがこれの絶対値平均をとりマグニチュー ドに
 対してプロッ トすれば上記平均値の対数はマグニチュー ドの一次式でかなりきれいに表現でき る。 これ
 を 利用 してマグニチュードと波源での振巾 の予測が出来 る。 次 に伝播 の影響については初動では反射廻
 折等 の影響を受けないのでGreen の定理から容易に計算でき る。
 こうして湾 の外迄至る波高が求め られ る。
 湾内 につ いては 水深 や地形 が複 雑で あるので数値的に計算を行っ てい る。 先ず女川湾 にっ いてそ の湾
 口にある江 の島 の検潮記録をもとにして, これを入射波として計算を行い湾内の波高分布, 検潮記録か
 ら計算の妥当性を示してい る。 次に入射波として実際の波形でなく 正弦波を用いて もそ の周期さえ正し
 ければ湾内波高分布はかなり正確に求め られ ること を示 し, 湾口に検潮記録がなくてもかなりの程度の
 予測が可能なことを確かめた。 かくして正弦波入力に対し, 三陸沿岸 のすべての湾にっ いて 計算を 行っ
 た。
 以 上述べたこ とを総合すれぱ所期の目的である波高期待値の計算が可能にな る。 尚ほ周期については
 マグニチュー ドと の統計的関係等を基に定め, 伝播係数 について は世界をいく つかの地域 に分け, その
 地域毎 に計算す るという実用 を考慮した 方法 によ っ てい る。
 計算結果を過去の実測値 と比較する と, 初動につ いてはかな りよく説 明でき る。 最大波 については近
 地津波ではやはりその予測が有効であることが示されるが, 遠地の津波では必ずしもよく説明できる湾
 のみではない。
 以上述べたように, 阿部の論文は防災科学的見地から起り得べき津波の予測を湾内 の 任意 の点 に対
 して行ったもので, 特に遠地津波の場合には未だ不充分な点もなくはないが, その他の場合には地震学
 上有用な知見を加えた ものと言え る。
 よっ て阿部の論 文は理学博士の学位論文として合格と認め る。
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